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法令の名称・関連条項とその内容

想定される代替案

（遵守費用）

（行政費用） イ．同一外国銀行グループに属する複数の外国銀行から外国銀行代理業務の委託を受ける場
合、グループ単位での包括認可制となるため、委託元外国銀行ごとに、その都度、認可審査を
行うよりは、行政庁（国）の認可審査に係る費用が軽減するが、認可後に所属外国銀行が新規
に追加される場合は、届出の受理が必要なため、届出受理に係る費用が発生する。
ロ．銀行が、海外において当該銀行の子会社である外国銀行に業務を委託する場合、認可審
査に係る費用は不要となるが、届出受理に係る費用が発生する。
ハ．期間延長により、行政庁（国）への訪問回数が減少するため、届出受理に係る費用が軽減
するが、届出期間が延長されることにより、延長されている期間、行政庁（国）自らが権限を行使
し現状把握しなければならない場面も発生することから、事象発生後２週間で提出されるよりは
銀行代理業者の現状把握等に関する監督・検査に係る費用が増加する。
ニ．変更届出が提出されないことから、変更届出受理に係る費用が不要となるが、行政庁（国）
内で、銀行監督に係る業務と銀行代理業者の監督に係る業務が必ずしも同一ではないことか
ら、銀行代理業者としての現状把握等に関する監督・検査に係る費用が増加する。

イ．認可制が届出制となることから、行政庁（国）への認可申請に係る費用は不要となるが、届出提
出に係る費用が発生する。
ロ．海外において外国銀行に業務を委託する場合の行政庁（国）への認可申請に係る費用は不要
となるが、届出提出に係る費用が発生する。
ハ．行政庁（国）への変更届出の提出に係る費用が不要となる。
ニ．行政庁（国）への変更届出の提出に係る費用が不要となる。

イ．①銀行法第52条の２第１項、②長期信用銀行法第６条の３第１項
ロ．①銀行法第８条第４項（新設）、②長期信用銀行法第17条（準用）、③農林中央金庫法第３条第７項（新設）
ハ．①銀行法第52条の39第１項、②長期信用銀行法第17条（準用）、③信用金庫法第89条第５項（準用）、④協同組合による金融事業に関する法律
第６条の５第１項（準用）、⑤労働金庫法第94条第３項（準用）、⑥農林中央金庫法第95条の４第１項（準用）、⑦農業協同組合法第92条の４第１項
（準用）、⑧水産業協同組合法第121条の４第１項（準用）、⑨農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関す
る法律附則第33条第１項（適用）、⑩信託業法第71条第１項
ニ．①銀行法第52条の61第2項、②長期信用銀行法第17条（準用）、③信用金庫法第89条第５項（準用）、④協同組合による金融事業に関する法律
第６条の５第１項（準用）、⑤労働金庫法第94条第３項（準用）、⑥農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に
関する法律附則第33条第１項（適用）

イ．同一の外国銀行グループに属する複数の外国銀行から外国銀行代理業務の委託を受ける
場合、グループ単位での包括認可制となるため、委託元外国銀行ごとに、その都度、認可申請
を行うよりは、グループ単位に集約して申請が可能となるため、行政庁（国）への認可申請に係
る費用が軽減されるが、認可後に所属外国銀行が新規に追加される場合は届出の提出が必要
なため、届出提出に係る費用が発生する。
ロ．銀行が、海外において当該銀行の子会社である外国銀行に業務を委託する場合、行政庁
（国）への認可申請に係る費用は不要となるが、届出提出に係る費用が発生する。
ハ．期間延長により、行政庁への訪問回数が減少するため、行政庁（国）への変更届出の提出
に係る費用が軽減する。
ニ．銀行が、他の銀行の銀行代理業者となっている場合、銀行代理業者としての変更届出に係
る費用が不要となる。

費用の要素

規制の事前評価書（要旨）

規制の費用

規制の目的、内容及び必要性等

評価実施時期

政策の名称

代替案の場合

イ．銀行（外国銀行支店）が外国銀行代理業務を行う場合は全て届出制とする。
ロ．銀行が、海外において、外国銀行に業務を委託しようとする場合及び当該業務を終了する場合は、全て届出制とする。
ハ・ニ．銀行代理業者の変更届出を全て不要とする。

イ．外国銀行代理業務制度の外国銀行グループ単位での包括認可制の導入
　委託元である外国銀行は直接の監督権限が及ばないことから、国内においてその業務の代理・媒介を行う銀行（外国銀行支店）に対する監督を通じて、外国銀行によって不適切な金融サービス
が国内で提供されることを防ぐためにも、認可制は引き続き必要であるが、監督当局において、委託元たる外国銀行グループ全体のビジネスモデルや内部管理体制等について審査し、これに加
え、個々の委託先である銀行（外国銀行支店）について、日々の監督等を的確に行うことを前提とすれば、現行の外国銀行ごとの個別認可制だけでなく、新たに委託元である外国銀行のグループ
単位での包括的な認可制のもとで、当該グループ内の外国銀行が新たに委託元となる場合には届出を求めることとすることが適当であると考えられる。
ロ．銀行が海外で外国銀行に業務を委託する場合の認可制の見直し
　銀行が、海外において当該銀行のグループ会社以外の外国銀行に委託する場合においては、不適切な外国銀行の業務による当該銀行の健全性への影響を排除するため、認可制は引き続き必
要と考えるが、当該銀行のグループ内子会社である外国銀行については、その設立の際に、当該外国銀行の業務の適切性や財務の健全性を認可制のもと審査しており、また、銀行の子会社とし
て業務の適切性や財務の健全性の確認を日々の監督等において的確に行っているため、当該銀行の子会社である外国銀行に限り、認可制を届出制とすることは適当と考えられる。
ハ．銀行代理業者が行う変更届出の提出期間の延長
　変更届出は、行政庁（国）として然るべき期間内にその変更を把握することが目的であるから、その期間が提出者である銀行代理業者が指摘する実質的に２週間以内では困難であるならば当該
期間を変更する必要があると考えられるが、その期間については、変更事由の発生から行政庁（国）への届出まで30日以内あれば対応可能であるとの提出者の意見を踏まえると、当該期間までの
延長を行うことは適当と考えられる。
ニ．銀行が銀行代理業者となった場合の銀行代理業者としての変更届出事項の緩和
　変更届出は、銀行と銀行代理業者との監督上の性質の違いから、両者より届出を求めているところであるが、両者の変更届出の提出先が同一の場合は、一方の届出（銀行代理業者）を不要とし
たとしても、もう一方からの届出（銀行）が提出されることから、銀行が他の銀行の銀行代理業者となっている場合に限り、当該銀行代理業者からの変更届出は不要とすることが適当と考えられる。

イ．認可制が届出制となることから、行政庁（国）において、認可審査に係る費用は不要となるが、
届出受理に係る費用が発生する。届出のみで認可に係る審査手続が発生しないことから、より詳し
い現状把握が困難となり、所属外国銀行の業務の適切性や財務の健全性の把握等に関する監督
等に係る費用が増加する。
ロ．認可制が届出制となることから、認可審査に係る費用は不要となるが、届出受理に係る費用が
発生する。届出のみで認可に係る審査手続が発生しないことから、より詳しい現状把握が困難とな
り、外国銀行の業務の適切性や財務の健全性の把握等に関する監督等に係る費用が増加する。
ハ・ニ．銀行代理業者からの届出受理に係る費用は不要となるが、行政庁（国）内で、銀行監督に係
る業務と銀行代理業者の監督に係る業務が必ずしも同一ではないこと、行政庁（国）自らが権限を
行使し現状把握等を行わなければ、銀行以外の銀行代理業者の状況を把握することができないこ
とから、銀行代理業者の現状把握等に関する監督・検査に係る費用が増加する。



（その他の社会的費用） イ．国際的に事業展開する企業へのより機動的な金融サービスの提供が可能となるが、業務・財務
状況が不健全な外国銀行の国内への参入を許す可能性が高くなり、利用者保護に支障が生ずるお
それがある。
ロ．国際的に事業展開する企業へのより機動的な金融サービスの提供が可能となるが、業務・財務
状況が不健全な外国銀行と当該企業との取引を許す可能性が高くなり、利用者保護に支障が生ず
るおそれがある。
ハ・ニ．銀行が銀行代理業者となっている場合を除き、銀行代理業者からの届出の提出がないこと
から、銀行以外の銀行代理業者の種々の変更が把握できないため、行政庁（国）自らが権限を行使
し現状把握を行わなければ、銀行以外の銀行代理業者の役員等の不適格者の就任や不適切な業
務への参入が把握できず、このため、態勢等の悪化状況を察知することができないことから、利用
者保護に支障が生ずるおそれがある。

代替案の場合

　「情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部を改正する法律」の施行後５年以内に、改正後の規定の実施状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その
結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

（２）代替案との比較
イ．代替案の場合、全てが届出制となることから、認可に係る費用が不要となるため、本案より遵守費用が軽減されることに伴い当該業務を機動的に行うことが可能となることから、国際的に事業
展開する企業へ効率的な金融サービスの提供が図られること、利用者利便の向上や我が国企業の海外進出の後押しにもなることが期待できる。
　しかしながら、代替案については、所属外国銀行に監督権限が及ばないことから、所属外国銀行の業務の適切性や財務の健全性の把握等が困難となり、行政費用が増加するとともに、業務・財
務状況が不健全な外国銀行の参入を許す可能性が高くなり、利用者保護に支障が生ずるおそれがあると考えられる。
ロ．代替案の場合、全てが届出制となることから、認可に係る費用は不要となるため、本案より遵守費用が軽減されるとともに、銀行は海外において外国銀行への業務委託が更に容易となるため、
国際的に事業展開する企業へのより機動的な金融サービスの提供が図られ、利用者利便の向上が期待でき、また、我が国企業の海外進出の後押しにもなることが期待できる。
　しかしながら、代替案については、委託先となる外国銀行に監督権限が及ばないことから、当該外国銀行の業務の適切性や財務の健全性の把握等が困難となり、行政費用が増加するとともに、
業務・財務状況が不健全である外国銀行と国際的に事業展開する企業との取引を許す可能性が高くなり、利用者保護に支障が生ずるおそれがあると考えられる。
ハ・ニ．代替案の場合、届出に係る費用が不要となるため、本案より遵守費用が軽減されるとともに、その効果により効率的な業務運営等が期待できる。
　しかしながら、代替案については、銀行が銀行代理業者となっている場合を除き、銀行代理業者からの届出の提出がないことから、銀行以外の銀行代理業者の種々の変更が把握できないため、
現状把握等のための行政費用が増加する。また代替案は、行政庁（国）自らが権限を行使し現状把握を行わなければ、銀行以外の銀行代理業者の役員等の不適格者の就任や不適切な業務への
参入が把握できず、このため、態勢等の悪化状況を察知することができないことから、利用者保護に支障が生ずるおそれがあると考えられる。
　以上の点を総合的に勘案すれば、本案を選択することが適当であると考えられる。

イ．全てが届出制となることから、包括認可制より更に、グローバルに経済活動を展開する金融グ
ループが日本に本拠地を置く企業グループの世界各地の支店・関係会社に対して、当該金融グ
ループの各拠点を活用して、グループ一体で機動的にサービス提供が行えるようになることが期待
できる。また、国際的に事業展開する企業への効率的な金融サービスの提供が図られることから、
利用者利便の向上が期待でき、また、我が国企業の海外進出の後押しにもなることが期待できる。
ロ．全てが届出制となることから、国際的に事業展開する企業へのより機動的な金融サービスの提
供が図られることにより、利用者利便の向上が期待でき、また、我が国企業の海外進出の後押しに
もなることが期待できる。
ハ・二．銀行代理業者の変更届出が全て不要となることから、銀行代理業者全体の遵守費用の削
減効果が期待できる。

便益の要素

イ．金融審議会金融グループを巡る制度のあり方に関するワーキング・グループ報告「金融グループを巡る制度のあり方について」（平成27年12月22日）において、委託法人元単位での個別認可に
代えて、委託元法人グループ単位での包括的な認可制のもとで、グループ内の外国銀行が新たに委託元となる場合には届出を求めることとすることが適当と考えられるとされている。

イ．特にグローバルに経済活動を展開する金融グループが日本に本拠地を置く企業グループの
世界各地の支店・関係会社に対して、当該金融グループの各拠点を活用して、グループ一体で
機動的にサービス提供が行えるようになることが期待できる。また、国際的に事業展開する企業
への効率的な金融サービスの提供が図られることから、利用者利便の向上が期待でき、また、
我が国企業の海外進出の後押しにもなることが期待できる。
ロ．国際的に事業展開する企業へのより機動的な金融サービスの提供が図られることにより、
利用者利便の向上が期待でき、また、我が国企業の海外進出の後押しにもなることが期待でき
る。
ハ．提出期限の関係から、変更が発生した都度、行政庁（国）へ届け出ていたと考えられるとこ
ろ、期限延長により一定程度まとめて提出が可能になるため、銀行代理業者の遵守費用の削
減効果ともに、効率的な業務運営等が図られることにより利用者利便の向上が期待できる。
ニ．銀行が銀行代理業者である場合、当該銀行の銀行代理業者としての変更届出の提出が不
要となることから、遵守費用の削減効果とともに効率的な業務運営等が図られることにより、利
用者利便の向上が期待できる。

（１）費用と便益の関係の分析
イ．外国銀行グループ単位での包括認可制（本案）を選択した場合、委託元外国銀行ごとにその都度認可申請を行うことに比べ認可申請に係る費用は軽減されるが、包括認可後に新たに所属外
国銀行が追加される場合、その都度届出が必要となることから届出に係る費用が発生する。しかしながら、当該業務に係る認可申請方法の選択肢が増えるため、外国銀行グループ一体で機動的
にサービス提供を行えるようになること、国際的に事業展開する企業への効率的な金融サービスの提供が図られることも期待できることにより、利用者利便の向上が期待できる。
ロ．銀行が、海外において当該銀行の子会社である外国銀行に業務を委託する場合、認可制から届出制（本案）に移行することにより、認可申請に係る費用は軽減されるが、届出に係る費用が発
生する。しかしながら、届出制に移行することにより、当該銀行の子会社である外国銀行への委託が容易となるため、国際的に事業展開する企業への機動的な金融サービスの提供が図られること
により、利用者利便の向上が期待できる。
ハ．変更届出の提出期間が2週間以内から30日以内に延長（本案）されることにより、行政庁（国）への訪問回数が減少することから届出に係る遵守費用が軽減されるが、銀行代理業者の現状把
握等のための行政費用が増加する。しかしながら、期間延長により、一定程度まとめて行政庁（国）へ提出することが可能となるため遵守費用の削減効果とともに効率的な業務運営等が図られるこ
とにより利用者利便の向上が期待できる。
ニ．銀行が銀行代理業者となっている場合の銀行代理業者としての変更届出が不要となる（本案）ため、届出に係る遵守費用が不要となるが、銀行代理業者の現状把握のための行政費用が増加
する。しかしながら、本案により、遵守費用の削減効果とともに効率的な業務運営等が図られることにより利用者利便の向上が期待できる。
　以上を勘案すれば、本案が適当であると考えられる。

備考

レビューを行う時期又は条件

有識者の見解その他関連事項

政策評価の結果
（費用と便益の関係の分析等）

規制の便益

イ．特になし。
ロ．特になし。
ハ．特になし。
ニ．特になし。


